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発計画に集約されて展開したが、第 1 次（1962 年 10 月閣議決定）から第４次（1987 年６月閣
議決定）までは産業・人口の地方分散と地域間格差是正を主な目標に掲げていた。1988 年６月
























 同法に基づき「国土形成計画」の全国計画が 2008 年 12 月に閣議決定（首相：福田康夫）さ
れ、広域地方計画が 2009 年８月に大臣決定された。計画期間は概ね 10 カ年である。全国計画

























な「広域地方計画」が 2016 年３月に大臣決定された。旧計画の計画期間は概ね 10 カ年とされ
ていたが、2018 年 12 月の終了期限を待たずに「全国計画」が改訂されたことになる。新たな
国土形成計画では、「国土をとりまく時代の潮流と課題」として、急激な人口減少と少子化・異
次元の高齢化、変化する国際社会の中での競争激化、巨大災害の切迫とインフラの老朽化、食













 2012 年８月 10 日、李明博韓国大統領は現職大統領として初めて竹島へ上陸した。 

























































                                                     
3 李明博政権の経済開発戦略の内容については、申［2009］53～56 頁、鄭［2010］59～63 頁による。 
































                                                     
4 申［2010］53 頁。 


























18.5％で首座を占め、中国が 14.8％で第２位、アメリカが 11.7％で第３位であった。2007 年に
は中国が日本を抜いて第１位となった。そこでリーマン・ショック直後の 2010 年には日本は
15.7％で、16.8％にシェアを高めた中国に次いで第２位となっている。2015 年には日本からの
輸入額は 2010年比で 1.5％減少し、シェアは 10.5％まで低下した半面。中国からの輸入額は 2010
                                                     













－ 23 － 
年比で 74.3％増加して、シェアは 20.7％まで高まっている。第３位はアメリカで、日本とほぼ
同率の 10.1％を占めている。2005 年と 2015 年を比較すると、2005 年の日本の座に 2015 年に
中国が入れ替わった形になっている。 
韓国の輸出先では 2003 年に中国がアメリカを抜いて第１位の相手国となった。2005 年にお
ける韓国の輸出の相手国内訳をみると、第１位は中国で 21.8％、第２位はアメリカで 25.0％で




 九州の対韓貿易をみると、輸出額は 2001 年の 3,006 億円から 2008 年の 6,960 億円に増加し、
対全国シェアは 9.8％から 11.3％に上昇した（表１参照）。リーマン・ショック後の世界同時不
況により 2009 年には 5,126 億円（対全国シェア 11.4％）に落ち込んだ。輸出額は 2010 年から
回復に向かい、2013 年には 7,421 億円、対全国シェア 13.5％まで増加した。輸出額は 2014 年














































 福岡県の対韓貿易をみると、九州全体の輸出に対するシェアは 2011～2014 年には 2013 年を
除き 77～78％で推移したが、2015 年には 82.8％へ高まっている（表２参照）。福岡県の輸入の


















2001 3,006  9.8 2,193 10.5 
2007 7,056  11.1 4,126 12.9 
2008 6,960  11.3 3,360 11.0 
2009 5,126  11.4 2,209 10.8 
2010 6,518  11.9 2,463 9.8 
2011 6,649  12.6 2,544 8.0 
2012 6,312  12.4 3,394 10.5 
2013 7,421  13.5 3,225 9.2 
2014 7,148  13.1 3,130 8.9 
2015 7,089  13.3 2,747 8.5 
出所：九州経済産業局［2016］『九州国際化データブック 















2011 5,133 77.2 2,113 83.1 
2012 4,873 77.2 2,519 74.2 
2013 5,402 72.8 2,562 79.4 
2014 5,579 78.0 2,566 82.0 
2015 5,867 82.8 2,239 81.5 
出所：島田［2017］９頁の図より作成。 
 





みを抽出）への韓国人インバウンドは、2010 年の 63.9 万人から 2011 年に 47.1 万人に減少した



















一方、北部九州から韓国への日本人アウトバウンドは 2010年の 88.5万人から 2012年の 108.2
















2010 2011 2012 2013 2014 2015
千人
韓国→北部九州 の韓国人インバウンド 北部九州→韓国 の日本人アウトバウンド

































2005 945 334 595 16 692 79 174 
2006 1,071 308 745 18 778 87 207 
2007 1,217 291 908 18 839 149 230 
2008 1,095 356 719 20 743 131 221 
2009 868 310 540 18 599 103 166 
2010 1,106 293 793 20 682 118 307 
2011 904 338 549 17 592 136 177 
2012 1,143 286 839 18 640 327 176 
2013 1,059 200 836 23 534 375 150 
2014 963 160 787 16 446 385 132 






場企業の海外進出件数は、2007～2015 年には年間 35～65 件あったが、2016 年には 17 件に激減
している（表４参照）。韓国への進出件数は多い年で 4 件であり、多くの年には１～２件にとど
まり、2016 年にはゼロになっている。2007～2016 年の海外進出の累計は 432 件であり、うち韓
国への進出は 21 件で 4.9％を占めるにすぎない。最も多いのは中国への進出であり、123 件で
28.5％を占める。 
  
                                                     
6 島田［2017］７～８頁。 











● ●● ● ● ● ● ● ●● ● ● ● 
アジア アジア その他 北米 ヨーロ その他 
計 NIES 韓国 台湾 香港 シンガ ASEAN 中国 アジア ッパ 
ポール
2007 37 31 2 1 0 1 0 6 20 3 2 3 1 
2008 47 37 7 2 1 1 3 14 12 4 5 5 0 
2009 49 42 14 3 4 4 3 15 12 1 1 5 1 
2010 65 56 12 4 5 2 1 11 31 2 5 2 2 
2011 56 49 17 4 6 4 3 6 21 5 6 0 1 
2012 49 38 6 2 2 1 1 17 12 3 1 6 4 
2013 40 32 12 2 4 4 2 6 6 5 2 2 4 
2014 35 28 11 2 5 1 3 11 8 0 3 2 2 
2015 37 26 6 1 2 1 2 14 3 3 7 1 3 
2016 17 12 6 0 3 0 3 16 0 0 1 3 1 
累計 432 351 93 21 32 19 21 109 123 26 33 29 19 
出所：島田［2017］11 頁。 
 














                                                     
7 九州経済産業局［2016］『九州経済国際データブック（貿易編）』 
8 島田［2017］12 頁。 
9 加峯［2010］77 頁。 





























                                                     
10 李［2010］22 頁。 
11 加峯［2010］73 頁。 
12 福岡・釜山超広域経済圏形成に向けた共同事業実施に至る経緯については、鄭［2010］68 頁、加峯［2010］
75～77 頁による。 



























 2010 年２月 福岡・釜山協力事業推進委員会を設立。2016 年８月の第８回委員会まで毎年開
催。 
                                                     
13 以下、第２回経済協力協議会でまとめられた超広域経済圏のビジョン、３つの意義、基本方向について
は、加峯［2010］78～79 頁による。 
14 加峯［2010］79～82 頁 
15 小川［2011］133～134 頁。 
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連携が比較的進んでいる分野として、環境産業と IT 産業が取り上げられ、2009 年度に具体
的な連携事業を実施することした。今後の連携が望まれる分野として、機械産業、部品・素材
産業（金型等）、バイオ産業、半導体産業等が取り上げられ、2009 度にビジネスモデル具現化




                                                     
17 九州経済産業局［2012］２頁。 
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18 九州（日本）・韓国経済交流会議については九州経済産業局［2016］「九州（日本）・韓国経済交流会議
の概要」による。 





























                                                     
19 九州経済産業局［2015］。 
20 日本の「垂直型」国土構造については、中村［2004］149～150 頁による。 
21 大企業本社の東京集中と本社機能の強化については、町田［2016Ⅰ］13～18 頁、町田［2016Ⅱ］７～14
頁を参照のこと。 
22 阿部［2015］217～222 頁。 









非都市部人口の減少がみられた。都市部の人口は 1975 年の 38.4 百万人から 1999 年の 44.2 百
万人に 5.8 百万人増加したが、非都市人口は 1975 年 14.2 百万人、1999 年 14.3 万人で減少して
いない23。フランスの地方制度はレジオンーデパルトマンーコミューンの３層制である。首都・
パリを中心としたレジオン・イルド・フランスの 2006 年の人口は 1,149 万人で 22 のレジオン
の中で最大であるが、本土計の人口（6,117 万人）に占めるシェアは 18.8％と低い（パリの人
















                                                     
23 フランスの地域別人口については、青木［2008］200～204 頁による。 
24 日本の自治体外交については、プルネランドラ・ジェイン著・今村都南雄監訳［2009］を参照のこと。
経済外交では、新潟県が主導した「環日本海経済圏」について分析している。 






























                                                     











いる。小池知事の下で初の東京都 2017 年度予算では、2015 年度以降の国費・都費による件費
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28 町田［2009］40 頁。 
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